
 

 

京都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全及び形成に関する条例施行規則の

一部を改正する規則を公布する。 

  令和８年５月１８日 

京都市長 松 井 孝 治   

京都市規則第 ３ 号 

   京都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全及び形成に関する条例施行 

   規則の一部を改正する規則 

京都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全及び形成に関する条例施行規則の

一部を次のように改正する。 

 第４条第１項第５号中「以下の」を「を超える」に、「ついて周囲の状況から市長が必

要がないと認める場合を除き」を「あっては」に改める。 

 第９条第１項各号列記以外の部分中「（用途地域に関する都市計画において定められた

建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度が１０分の４０以下である地域に限

る。以下この項において同じ。）」を削り、「おいて、商業地域」の右に「（用途地域に関す

る都市計画において定められた建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度が１

０分の４０以下である地域に限る。）」を加える。 

 第１２条第４項第３号中「における特定用途面積（外環沿道地区条例第３条第６号に規

定する特定用途面積をいう。以下この号」を「の床面積（法第５２条第１項に規定する建

築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない建築物の部分の床面積を除く。次

号」に改め、同項第４号中「１階における特定用途面積の」を「１階の床面積の」に、

「特定用途面積と」を「特定用途面積（建築物の床面積のうち、住宅（事務所、店舗その

他これらに類する用途を兼ねるものを除く。）、共同住宅、寄宿舎若しくは下宿、自動車車

庫その他の専ら自動車若しくは自転車の停留若しくは駐車のための施設（誘導車路、操車

場所及び乗降場を含む。）又は倉庫その他これに類する用途（これらの用途に供する建築

物に付属する施設の用途を含む。）以外の用途に供する部分（事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねる住宅にあっては、その居住の用に供する部分以外の部分）の床面積

の合計をいう。以下この号において同じ。）と」に改め、「（法第５２条第１項に規定する

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない建築物の部分の床面積を除く。）」

を削る。 

第１号様式を次のように改める。 



 

 

第１号様式（第２条関係） 

  

  

（建築物の名称）建築計画の概要 

  

敷地の地名地番 京都市   区 

用 途   敷 地 面 積 平方メートル 

建 築 面 積 平方メートル 構 造 造 

延 べ 面 積 平方メートル 

建 築 物 の 高 さ 

（塔屋を含む高

さ） 

メートル 

（  メートル）

階 数 
地上    階 
地下    階 住 戸 の 数 戸 

棟 数 棟 工 事 の 種 別  

建 築 主 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

設 計 者 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

電話  －      

工 事 施 工 者 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

電話  －      

着工予定年月日 年 月 日 完了予定年月日 年 月 日 

標識設置年月日       年   月   日 

 この標識は、京都市中高層建築物等の建築等に係る住環境の保全及び形成に関

する条例に基づき設置したものです。この建築計画又は工事について、同条例に

基づく説明を求められる方は、次の連絡先に申し出てください。 

  （連絡先）                電話   －          



 

 

備考１ 大きさは、縦９０センチメートル以上、横９０センチメートル以上としてく

ださい。 

   ２ 「工事の種別」の欄には、新築、増築、改築、移転又は用途の変更のいずれか

該当する種別を記入してください。 

 第２号様式注以外の部分中「□宅地造成等規制区域」を削り、 

「 

建築物の高さ メートル 軒 の 高 さ メートル 棟 数 棟  

 計 画 部 分 既 存 部 分 合    計  

敷 地 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 
を 

建 築 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル  

（ 容 積 率 対 象

外） 
（  平方メートル） （  平方メートル） （  平方メートル）

 

                                      」 

「 

建築物の高さ メートル 軒 の 高 さ メートル  

敷 地 面 積 平方メートル 棟 数 棟  

 計 画 部 分 既 存 部 分 合    計 に 

建 築 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル  

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル  

」  

改め、同様式注５を削り、同注６⑸中「以下の」を「を超える」に、「ついて周囲の状況

から市長が必要がないと認める場合を除き」を「あっては」に改め、同注６を同注５とす

る。 

第４号様式注以外の部分中 

「 

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 
 を 

（容積率対象外）（  平方メートル）（  平方メートル）（  平方メートル）

                                     」 

「 

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル  に改 

める。 

第４号様式の２注以外の部分中 

「               「 

」 



 

 

□   メートル 

    第  種高度地区 

□風致地区 □景観地区 

□宅地造成等規制区域 

を 

□   メートル 

    第  種高度地区 

□風致地区 

□景観地区 

に、 

              」               」 

「 

建築物の高さ メートル 軒の高さ メートル 棟数 棟  

 計 画 部 分 既 存 部 分 合    計  

敷 地 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 
を 

建 築 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル  

（うち容積率対象外面積） （  平方メート

ル） 

（  平方メートル）（  平方メートル）  

                                     」 

「 

建築物の高さ メートル 軒 の 高 さ メートル 

に改 

敷 地 面 積 平方メートル 棟 数 棟 

 計 画 部 分 既 存 部 分 合    計 

建 築 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

延 べ 面 積 平方メートル 平方メートル 平方メートル 

                                     」 

め、同様式注４を削る。 

第５号様式（裏面）注以外の部分中 

「 

住 所  

 を 氏 名  

区 分 □土地所有者  □建物所有者  □占有者 

「 

氏 名  

 に、 
区 分 □土地所有者  □建物所有者  □占有者 

所有又は占有する土

地又は建物の所在地 

 

                                  」 

「場所」を「説明方法」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

」 



 

 

（経過措置） 

２ 従前の様式による用紙は、市長が認めるものに限り、当分の間、これを使用すること

ができる。 

（都市計画局建築指導部建築指導課） 


